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統計トピックス原稿（2014年12月） 

 

東日本大震災後の宮城県の製造業の動向 

 

１．長期的推移

  経済産業省「工業統計表」および宮城県「宮城

県の工業」から、宮城県の製造業の長期的な動向

（図表1：1985年＝100）をみると、事業所数およ

び従業者数は、80年代後半は工場立地の増勢を背

景に増加を続け、91年には各々113.4、112.9に達

しピークとなった。しかし、その後の20年間につ

いては、バブル経済の崩壊や円高に伴う生産設備

の海外シフト、事業所の統廃合等のリストラの進

行、新興国の台頭による競合の激化、デフレ経済

と景気低迷の長期化、人口減少局面への移行に伴

う国内市場の伸び悩み・縮小など、国内外の様々

な要因を背景として、減少基調で推移した。その

結果、2013年の事業所数、従業者数は各々54.9、

69.6となっており、ピーク時に比べると、前者は

半減、後者は4割減となっている。 

  一方、製造品出荷額等は、事業所数等と同様に、

80年代後半に増加し91年(133.8)でピークとなっ

たが、その後については、リーマンショックと東

日本大震災（以下、「震災」という。）の影響か

ら大幅に落込んだ時期（2009年および2011年）を

除くと、概ね110から130のレンジ内での推移とな

っている。この要因としては、事業所数と従業者

数は減少を続けたものの、90年代中頃からのパソ

コンや携帯電話の普及に伴い、関連する電子部品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等の増産が図られたことや、90年代後半以降、全

国的に工場の統廃合が進む中で、一部に県内の工

場を国内あるいは東北地方におけるマザー工場と

して位置付けるなどして生産を集約する動きがみ

られたことなどが挙げられる。 

  これらを受けて、1事業所当たりおよび従業者1

人当たり製造品出荷額等は、85年以降の約30年間、

振れを伴いながらも概ね増加基調で推移し、2013

年には前者は231.4、後者は182.3に達している。 

  このように80年代半ば以降の県内製造業におい

ては、事業所数と従業者数が大幅に減少し、雇用

の吸収力あるいは創出力が減退してきた一方、製

造品出荷額等（並びに図示していないが付加価値

額）は概ね横ばい圏内を維持し生産性を高める動

きを続けてきた。つまり、全体としては、生産構

造が労働集約型から高付加価値型に徐々に移行し

てきたことがうかがわれるものとなっている。 

 

２．主要業種別推移 

  2013年の事業所数、従業者数、製造品出荷額等

における上位5業種の長期的推移をみると以下の

とおりとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表1 宮城県の製造業の主要指標の推移

資料：経済産業省「工業統計表」、宮城県「宮城県の工業」

　　（2013年は「速報」）（以下の図表も同じ。）
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図表2 宮城県の主要業種別製造業事業所数の推移

注1)2013年の上位5業種を掲載。

　2)2002年以降の電子部品、電気機械、情報通信機械は電気

　　機械、2007年以前の精密機械および2008年以降のはん用

　　機械、生産用機械、業務用機械は一般機械に各々統合し

　　て表示している。（注1・2とも図表3～4まで同じ。）
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  まず、事業所数（図表2）は、いずれの業種と

も減少しており、とりわけ事業所数が最多を維持

している食料品については、2013年が641事業所

となっており、86年のピーク時（1,348事業所）

に比べ、707事業所（52.4％）減と半減している。

また、電気機械（2013年：246事業所）もピーク

の91年（740事業所）に比べ494事業所（66.8％）

減と7割弱の減少となっている。なお、図示して

いないが繊維（2013年：138事業所）は91年（527

事業所）のピークに比べ389事業所（73.8％）減

と7割を超える落込みとなっている。 

  次に、従業者数（図表3）をみると、電気機械

は2013年が23,223人となっており、ピークの91年

（51,084人）に比べ、27,861人（54.5％）減と半

減している。一方、食料品は2013年が24,270人と

震災に伴う離職者の増加などから、98年のピーク

（34,885人）に比べると10,615人（30.4％）減と

3割の減少となっているが、ピーク時と震災前の

2010年（ 29,906人）とを比べると 4,979人

（14.3％）減と1割台の減少に止まっている。ま

た、一般機械（2013年：10,283人）および金属

（同7,600人）はピーク（前者：91年13,623人、

後者：92年9,915人）に比べ、ともに2割強の減少

となっている。他方、輸送用機械は2000年までは、

概ね6千人前後で推移してきたが、2011年以降は

自動車関連の企業進出を背景に増加しており、

2013年には8,680人となっている。 

  最後に、製造品出荷額等（図表4）については、

業種毎に区々の動きとなっている。従来より本県

の主力業種であった電気機械は、新商品の開発・

普及動向や為替動向などを映じてかなりの振れが

みられるものの、90年代から2000年代中頃までは

8千億円を上回る水準で推移した。しかし、リー

マンショックおよび震災後は低落し、2013年は

6,705億円とピークの2000年（1兆375億円）に比

べ3,670億円（35.4％）減と3割強の減少となって

いる。また、食料品は、92年（7,375億円）をピ

ークに緩やかな減少を続けたが、震災により低落

し2013年（4,733億円）はピークに比べ2,642億円

（35.8％）減と3割強の減少となっている。 

一方、一般機械および輸送用機械は緩やかな増

加を続けてきたが、半導体製造装置関連の工場新

設や自動車関連の企業進出の増勢などを背景とし

て、2011年以降は水準を高める動きとなっている。

とりわけ輸送用機械は企業集積の進展により、こ

こ数年で水準を大幅に引上げている状況となって

いる。また、石油・石炭については、2000年代中 

頃までは増加を続けてきたが、その後は、2007年

から2009年まで激減した後2010年には増大し、続

いて、2011年に低落した後2012年からは急伸して

おり、大幅な振れを伴った動きとなっている。こ

れは前者については、一部企業における製販分離

および製販合併に伴う計数処理に起因するもので

ある。また、後者については、震災に伴う工場の

操業停止による減産並びに原発の稼働停止による

石油火力発電需要の増大や震災復興事業の増勢な

どによる増産を反映したものである。 

  なお、この間の食料品と電気機械の生産性の推

移（図表5）をみると、電気機械は1事業所当たり

製造品出荷額等が2000年代中頃までは増加してき

たが、それ以降は振れを伴いながら低下傾向で推

移し、従業者1人当たり製造品出荷額等は2000年

代前半までは増加したが、その後はやや弱含んだ

動きとなっている。一方、食料品は、1事業所当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表3 宮城県の主要業種別製造業従業者数の推移
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図表4 宮城県の主要業種別製造品出荷額等の推移
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たり製造品出荷額等は緩やかな増加を続けている 

が、従業者1人当たり製造品出荷額等はほぼ一貫

して100前後で横ばいとなっている。これは食料

品が雇用の維持の面で一定の役割を果たしてきた

結果という見方ができる一方、従業者数からみた

生産性の向上が長期にわたり足踏みを続けている

状況を端的に示すものともなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．震災前後の動向 

  震災前後（2010年対2013年、以下、前者を「震

災前」、後者を「震災後」という。）における製

造業の動向をみると、まず、震災後の事業所数

（図表6）は2,685事業所となり、震災前に比べ

399事業所（12.9％）減少した。これを業種別に

みると、自動車や高度電子関連産業の企業進出を

背景に電気機械が102事業所、輸送用機械が106事

業所と震災前に比べ各々20事業所（寄与度0.6

㌽）、11事業所（同0.4㌽）増加した。一方、震

災に伴う工場・生産設備の損壊や販路の喪失・縮

小などを背景として、食料品が同200事業所（同

6.5㌽）減の641事業所と大幅に減少している。 

  次に、従業者数の動向（図表7）をみると、震

災後の従業者数は10万7,296人となり、震災前に

比べ9,215人（7.9％）減少した。これを業種別に

みると、企業進出の動きなどを背景として、輸送

用機械や電気機械、生産用機械などが増加してお

り、とりわけ輸送用機械については、完成車組立

工場や関連部品工場の立地に伴い同2,144人（寄

与度1.8㌽）増の8,680人と大幅に増加した。また、

窯業・土石は震災復興事業に伴う需要の増加によ

り同338人（同0.3㌽）増の4,278人となっている。

一方、食料品は震災に伴う離職者の増加などを背 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表6 宮城県の震災前後の製造業業種別事業所数(事業所)

　 2010年 2013年 増 減 数 寄 与 度

合　　　　計 3,084 2,685 ▲399 ▲12.9

電 気 機 械 82 102 20 0.6

輸 送 用 機 械 95 106 11 0.4

化 学 41 45 4 0.1

皮 革 製 品 4 3 ▲1 ▲0.0

業 務 用 機 械 49 48 ▲1 ▲0.0

石 油 ・ 石 炭 24 22 ▲2 ▲0.1

ゴ ム 製 品 24 21 ▲3 ▲0.1

生 産 用 機 械 185 182 ▲3 ▲0.1

鉄 鋼 52 47 ▲5 ▲0.2

パ ル プ ・ 紙 77 71 ▲6 ▲0.2

窯 業 ・ 土 石 152 146 ▲6 ▲0.2

非 鉄 金 属 35 29 ▲6 ▲0.2

電 子 部 品 108 101 ▲7 ▲0.2

は ん 用 機 械 66 58 ▲8 ▲0.3

家具・装備品 68 57 ▲11 ▲0.4

飲料・たばこ 84 70 ▲14 ▲0.5

情報通信機械 59 43 ▲16 ▲0.5

プラスチック 137 119 ▲18 ▲0.6

木材・木製品 108 89 ▲19 ▲0.6

繊 維 158 138 ▲20 ▲0.6

印 刷 224 196 ▲28 ▲0.9

金 属 製 品 294 257 ▲37 ▲1.2

食 料 品 841 641 ▲200 ▲6.5

そ の 他 117 94 ▲23 ▲0.7

図表7 宮城県の震災前後の製造業業種別従業者数 (人)

 2010年 2013年 増 減 数 寄 与 度

合　　　　計 116,511 107,296 ▲9,215 ▲7.9

輸 送 用 機 械 6,536 8,680 2,144 1.8

電 気 機 械 4,816 5,801 985 0.8

生 産 用 機 械 4,907 5,747 840 0.7

家具・装備品 758 1,565 807 0.7

窯 業 ・ 土 石 3,940 4,278 338 0.3

化 学 1,649 1,774 125 0.1

皮 革 製 品 115 124 9 0.0

石 油 ・ 石 炭 561 534 ▲27 ▲0.0

鉄 鋼 2,293 2,157 ▲136 ▲0.1

ゴ ム 製 品 2,413 2,204 ▲209 ▲0.2

木材・木製品 2,150 1,862 ▲288 ▲0.2

業 務 用 機 械 3,244 2,944 ▲300 ▲0.3

飲料・たばこ 1,922 1,620 ▲302 ▲0.3

非 鉄 金 属 1,693 1,385 ▲308 ▲0.3

パ ル プ ・ 紙 2,937 2,617 ▲320 ▲0.3

金 属 製 品 7,951 7,600 ▲351 ▲0.3

情報通信機械 4,913 4,476 ▲437 ▲0.4

は ん 用 機 械 2,044 1,592 ▲452 ▲0.4

印 刷 5,478 5,025 ▲453 ▲0.4

繊 維 3,865 3,256 ▲609 ▲0.5

プラスチック 5,128 3,564 ▲1,564 ▲1.3

電 子 部 品 15,800 12,946 ▲2,854 ▲2.4

食 料 品 29,906 24,270 ▲5,636 ▲4.8

そ の 他 1,492 1,275 ▲217 ▲0.2

図表5 宮城県の食料品、電気機械の生産性の推移

50

100

150

200

250

300

1985 1990 1995 2000 2005 2010

電気機械：1事業所当たり製造品出荷額等

電気機械：従業者1人当たり製造品出荷額等

食 料 品：1事業所当たり製造品出荷額等

食 料 品：従業者1人当たり製造品出荷額等

(1985年=100)

13七十七銀行　調査月報　2014年12月号 　　

統計トピックス



－4－ 

 

景として、同5,636人（同4.8㌽）減の2万4,270人

となり、2割弱の減少となっている。また、この

間における新興国経済の減速や世界的な半導体需

要の伸び悩み、円高の進行などに伴う需要の減退

や工場閉鎖などを背景として、電子部品が同

2,854人（同2.4㌽）減の1万2,946人となり、プラ

スチックが同1,564人（同1.3㌽）減の3,564人と

なっている。 

最後に、製造品出荷額等の動向（図表8）をみ

ると、震災後の製造品出荷額等は3兆7,219億円と

なり、震災前に比べ1,530億円（4.3％）増加した。

これを業種別にみると、輸送用機械が自動車の完

成車工場の本格稼働などから同1,924億円（寄与

度5.4㌽）増の3,699億円となり、倍増している。

また、石油・石炭が原発の稼働停止に伴う石油需

要の増加などにより同1,183億円（同3.3㌽）増の

6,201億円となったほか、窯業・土石が震災復興

事業に伴う生コンやコンクリート二次製品の需要

増加を背景に同314億円（同0.9㌽）増の1,160億

円となっている。一方、食料品は震災に伴う事業

所数の減少や販路の縮小などにより同999億円

（同2.8㌽）減の4,733億円となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  以上のように震災後の県内製造業の状況をみる

と、食料品を中心に震災被害の影響が色濃く残存

している状況となっている。食料品は本県製造業

の主力業種の一つであり、練製品を中心に全国的

にも重要な位置付けとなっている。従って、早期

の復興が望まれるが、その際には先述した課題を

踏まえ、生産性の向上を伴うものとなることが求

められる。一方で、近年における自動車や高度電

子関連産業の企業進出が新たな雇用を創出すると

ともに、製造品出荷額等を上積みし、震災による

落込みをかなりの程度カーバーしながら、県内製

造業の産業基盤の底上げに大きく貢献しているこ

とがうかがわれるものとなっている。今後ともこ

れらに関連した更なる産業集積が進展し、食料品

や電子部品と並ぶ本県製造業の新たな柱として成

長することを期待したい。 

（大川口 信一） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表8 宮城県の震災前後の業種別製造品出荷額等(億円)

　 2010年 2013年 増 減 数 寄 与 度

合　　　　計 35,689 37,219 1,530 4.3

輸 送 用 機 械 1,775 3,699 1,924 5.4

石 油 ・ 石 炭 5,018 6,201 1,183 3.3

電 気 機 械 1,136 1,529 393 1.1

窯 業 ・ 土 石 846 1,160 314 0.9

金 属 製 品 1,484 1,685 201 0.6

生 産 用 機 械 1,531 1,682 151 0.4

家具・装備品 84 223 139 0.4

木材・木製品 582 707 125 0.4

化 学 807 876 69 0.2

皮 革 製 品 14 17 3 0.0

ゴ ム 製 品 705 701 ▲4 ▲0.0

繊 維 228 201 ▲27 ▲0.1

は ん 用 機 械 333 303 ▲30 ▲0.1

鉄 鋼 1,927 1,794 ▲133 ▲0.4

非 鉄 金 属 704 567 ▲137 ▲0.4

飲料・たばこ 1,549 1,406 ▲143 ▲0.4

印 刷 1,231 1,080 ▲151 ▲0.4

業 務 用 機 械 762 588 ▲174 ▲0.5

プラスチック 855 651 ▲204 ▲0.6

パ ル プ ・ 紙 2,168 1,890 ▲278 ▲0.8

電 子 部 品 4,313 4,035 ▲278 ▲0.8

情報通信機械 1,551 1,141 ▲410 ▲1.1

食 料 品 5,732 4,733 ▲999 ▲2.8

そ の 他 352 352 0 0.0

(参考)近年の宮城県への主な進出企業

区
分

企　　　業　　　名
業 種 稼働時期

( 製 造 品 ) (年/月)

自
　
動
　
車
　
関
　
連

プライアースＥＶエナジー(株) ＨＶ用電池 2010/ 1

太平洋工業(株) 2010/ 5ホイールキャップ

太陽電機(株) 省力化装置 2010/ 6

(株)フジプロダクション 2010/ 7アームレスト

アイシン高丘東北(株) 鋳 造 品 2010/12

ビューテック(株) 窓硝子組付 2010/12

トヨタ自動車東日本(株) 完成車組立 2011/ 1

(株)Ｃ＆Ｄ プレス部品 2011/ 1

トヨタ紡織東北(株) カーシート 2011/ 1

中央精機東北(株) ホ イ ー ル 2011/ 1

共伸プラスチック(株) 2011/11グローブボックス

トヨテツ東北(株) プレス部品 2011/12

浅井鉄工(株) プレス部品 2012/ 1

(株)ジーエスエレテック東北 ハ ー ネ ス 2012/10

半
導
体
製
造
装
置
関
連

スズデン(株) 電 源 装 置 2010/11

(株)小林機械 2010/12半導体製造装置組立

(株)ニューテック 2011/ 4ユニット組立

(株)サワ 部 品 加 工 2011/ 7

(株)伊澤製作所 切 削 加 工 2011/ 8

トーカロ(株) 表 面 加 工 2011/ 9

東京エレクトロン宮城(株) 2011/10エッチング装置

ソマール(株) 絶 縁 樹 脂 2011/11

(株)ササキ ハ ー ネ ス 2012/ 6

そ
の
他

(株)東北フジパン パ ン 2011/ 9

ポラテック東北(株) 2012/ 4木材プレカット

(株)ジャムコ エアロマニュファクチャリング 航空機部品 2013/ 4

資料：宮城県「みやぎ企業立地ガイド」ほか
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